
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1. はじめに 

近年，住宅の耐震化や地域の防災力向上を目指し，ハザードマッ

プを公開する例が増加しつつある 1)。住民に身近なスケールで地震

危険度を伝えるためには，予測震度の表示単位（メッシュサイズ）

を小さくしたり，過去の地形改変との関連を示すことが効果的であ

る。しかし，メッシュサイズが小さくなるほど，表層地盤モデルへ

の感度は高くなる。最大加速度や震度はごく表層の地盤のモデル化

によって増幅特性が大きく左右され，適切かつ明解な表層地盤のモ

デル化方法が望まれている。 

著者らは，名古屋市域を対象として 50mメッシュ程度の解像度の

表層地盤のモデル化及び微動を用いた検証方法を提案している 2)。

提案した手法における課題として，メッシュデータの限界，ボーリ

ング資料の面的な疎密による地盤モデルの精度や切土・盛土分布の

高解像度化が挙げられる。 

ボーリング資料を面的に補間するためには，地形分類図により，

地形分類ごとの空間的広がりと層厚を推定することが有効である。

地形分類を把握する方法として，国土地理院による土地条件図（縮

尺 1/25000）により調べることが可能である。しかし土地条件図に

おいては，地形改変が行われた地域は人工改変地と一括分類され，

そこが切土か盛土かいずれによる地形改変であるかが不明である。 

一方，切土・盛土分布は，地形改変前後の地形図の標高データを

用いて 3次元の地形面を作成することにより，広域的な評価が可能

であり，高精度化を図る上では，大縮尺の地形図の使用が有効であ

る。しかし大都市圏では宅地造成による地形改変が古くから行われ

ていることが多く，地形改変前の大縮尺の地形図が得られない場合

もある。 

本研究の対象とする名古屋大学東山キャンパスは，名古屋市東部

の丘陵地域に位置し，第二次世界大戦前から，校舎建設に伴う地形

改変が繰り返されてきた。図 1に示すボーリング資料の分布から分

かるように，校舎建設時に実施された地盤調査の資料が豊富に蓄積

されており 3)，ボーリング資料は 261 本に及ぶ。ただし，その分布

には疎密がある。 

一方，地形分類図や地形図の元となる資料に空中写真がある。空

中写真は，一般には 1950年代後半以降について入手可能であるが，

都市域においては，旧日本陸軍により撮影された 1930年代の空中写

真や米軍撮影による 1940年代の空中写真があり，これらに基づけば

地形改変前の詳細な地形区分を推定できる 4)。さらに，地盤の震動

特性を検討するためには地震観測が有効である。名古屋大学東山キ
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ャンパスにおいては 14箇所で地盤の地震観測を行っており，強震記

録に基づく地点間の震動特性の差異についてボーリング資料と対比

して検討している 5)。また，キャンパス内では図 1に示す 30箇所で

微動アレー探査を行い，表層の S波速度構造と地質断面図と比較し

てその妥当性を検討している 6)。 

本論では，造成された丘陵地の例として名古屋大学東山キャンパ

スを対象とし，空中写真を活用した地形分類及び切土・盛土分布の

把握を行い，この結果と微動探査，ボーリング資料を組み合わせて

表層地盤の詳細なモデル化に関する検討を行う。さらに強震観測記

録と比較し，本モデル化の妥当性を検討する。本モデル化手法は同

様の造成された丘陵地において適用可能と考えている。表 1に本研

究に用いた資料の一覧を示す。 

表 1 本研究に用いた資料の一覧 
資料名 年代 得られる情報 

都市計画基本図（縮尺 1/3000） 1958年 標高値 
都市計画基本図（縮尺 1/2500） 1998年 標高値 
地形図（縮尺 1/25000） 1932年 標高値 
空中写真（撮影縮尺 1/10000，旧日本陸軍撮影） 1930年代 地形分類，標高値 
空中写真（撮影縮尺 1/10000，米軍撮影） 1940年代 地形分類，標高値 
ボーリング資料（261地点） 1960年代～ 地下の層構造 
微動アレイ探査（30箇所） 現況 地下の S波速度構造
地震観測記録（14地点） 現況 地盤震動特性 

 
2. 地盤条件の推定 

2.1 微地形分類 

表層地盤の構造や地形条件が地震被害と密接な関連を持つこと

は古くから指摘されており 7),8)，液状化を引き起こす地震動強さと微

地形との関連が高いことも示されている 9),10),11)。したがってサイス

ミックマイクロゾーニングにおいて，当該地域がどのような地形条

件に該当するかを詳細に把握することは，極めて重要である。地形

条件に基づいた広域地盤特性の評価として，国土数値情報を用いて

地盤特性を推定し地震危険度を求める試みがなされている 12),13)。し

かしながら国土数値情報はメッシュサイズが 1kmであるため，本論

で扱うような 2km 四方の領域内の細やかな地盤特性の違いを把握

するには適さない。一方，土地条件図は 1950年より継続して作成さ

れており，高解像度の地形分類を把握するのに適しているが，対象

地域は戦前から造成が行われており原地形が分からない。図 2に対

象地域における土地条件図を示す。図 2より，対象地域はほとんど

の領域が人工改変地及び盛土地とされ，土地条件図から元の地形が

谷であるか段丘面であるかを判断することは難しい。 

一方で，対象地域には地形改変前の情報として，1930年代に旧日

本陸軍が撮影した空中写真がある（撮影縮尺約 1/10000）。図 3 に，

旧日本陸軍が撮影した空中写真を示す。図 3より，対象地域には建

物がほとんどないことから，地形改変前の状態であることが確認で

きる。微地形の推定方法として，古い時期の土地利用や衛星データ

から推定する試みがなされている 14)が，本論では空中写真を実体視

判読して地形分類を行い，造成前の地形分類図を作成した。図 4に

対象地域における地形分類図を示す。図 4を図 2と対比して見ると，

段丘面と谷底平野が複雑に入り組んだ地形を造成して現在に至って

いることが分かる。 

都市部においては本地域と同様に早い時期に地形改変が行われ

ていると考えられるが，そのような地域には旧日本陸軍撮影の空中

写真もしくは 1940 年代に米軍が撮影した空中写真があり，1940 年

代以前の大規模な地形改変は少ないことから，本論と同様の検討は

他地域でも可能と考えられる。 

 
2.2 切土・盛土分布の作成 

対象地域は，施設建設に伴い造成を繰り返してきた。地震被害と

造成地盤との関係については今までに多くの研究がなされている。
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図 1 名古屋大学東山キャンパスにおけるボーリング資料，微動アレー探査及び地震観測地点の分布 
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その中で，GIS（Geographic Information System）を用いて，新旧の

都市計画基本図から 3次元の地形変化を算出することにより，地震

被害と盛土厚さとの関係を定量的に評価した例もある 15),16)。名古屋

市では 1958 年から都市計画基本図（1960 年代まで縮尺 1/3000）が

整備されているが，前述のとおり，1950年代には対象地域の造成は

既に進められており，地形改変前の標高値を得ることができない。

地形改変前の地形を把握できる図幅として，1/25000 旧版地形図が

あるが，地形図の標高精度は，等高線は主曲線間隔の 2分の 1以内，

標高点は主曲線間隔の 3分の 1以内と規定されており，等高線をデ

ジタイズして地形の標高を求める場合，都市計画基本図は±1.0m，

1/25000地形図は±5.0mの誤差を含む。鹿戸・他は，1/25000地形図

による切土・盛土厚さを 1/2500都市計画基本図による切土・盛土厚

さと比較し，その様相が異なることを指摘している 16)。 

一方で，地形改変前の情報としては，図 3に示した旧日本陸軍に

よる 1930年代の空中写真（撮影縮尺約 1/10000）があり，これを用

いて写真測量により地形改変前の標高を推定した。古い時期の空中

写真の測量において，鈴木・他は最新の都市計画基本図に表現され

ている不動点を GCP（Ground Control Point）として用い，1940年代

の米軍撮影の空中写真を図化し，±0.7m程度の誤差で測量可能なこ

とを示している 17)。本研究では，旧日本陸軍撮影の空中写真に鈴木・

他 17)と同様の方法を用いて推定した。GCPには，都市計画基本図と

写真を比較し，経年変化していないと思われる交差点の中心を用い

た。植栽の影響は，代表的な植栽の標高差を計測し，その値を踏ま

えて地表面の等高線を推定した。写真測量の計測精度を，標定作業

後の GCPにおける垂直方向の残差によって検討したところ，地表の

露出している対象地域の北部では標準偏差で水平方向±0.74m，垂

直方向±0.89m，植栽による被覆部が多い南部では水平方向±0.69m，

垂直方向±1.26mであった。 

上記の過程を経て得られた写真測量に基づく標高値の精度を，都

市計画基本図から得られる標高の精度と比較した。まず，写真測量

及び 1958年の都市計画基本図（縮尺 1/3000），1998年の都市計画基

本図（同 1/2500），1932 年の 1/25000 地形図『名古屋南部』より

10mDEM（Digital Elevation Model）をそれぞれ作成し，地形改変の

行われていない領域の標高値をピックアップした。その上で航測レ

ーザー測量により作成されている国土地理院の 5mメッシュ標高 18)

を基準として，同じ座標の標高差をそれぞれ計算し，そのばらつき

を比較した。 

図 5に，国土地理院の 5mメッシュ標高 18)の地形面を基準とした

写真測量，1998年都市計画基本図，1958年都市計画基本図，1/25000

地形図との標高差の相対度数分布を比較して示す。相対度数分布の

階級値は 0.5m 刻みとした。図 5 より，写真測量による標高値は，

1958 年都市計画基本図と同等のばらつきを示していることが分か

る。データの標準偏差は±1.92 であり，1958 年都市計画基本図の標

準偏差±1.42，1998年都市計画基本図の標準偏差±2.03とほぼ同等の

値を示している。一方，地形図による標高値は，写真測量及び 1998

年都市計画基本図に比べてばらつきが大きく，各図幅から得られる

誤差とほぼ対応している。これは鹿戸・他 16)の検討とも整合する。

以上より，国土地理院撮影の空中写真に比べ状態の悪い旧日本陸軍

撮影の空中写真を用いた写真測量による標高の精度は，都市計画基

本図と同等の精度と考えられる。 

図 6に，造成前の地形面を示す。これと現況の地形面との標高値

の差分から切土・盛土の厚さ分布を求めた。図 7に東山キャンパス

内の切土・盛土の分布を示す。本研究では 1～20Hzの地盤震動特性

を対象としている。前述の通り，本検討における写真測量の標高精

度は±2m以内であるが，表 2に示す盛土部の S波速度 157m/secを

用いて 4分の 1波長則により検討すると，±2m以内の精度は 20Hz

以上の周波数域に影響を及ぼす。以上より，図 7に示す切土・盛土

は本研究では適用可能と考えられる。 

 

3. 地下構造の推定 

3.1 標準貫入試験データに基づく S波速度構造の推定 

ボーリング資料から文献 2)に倣って，表 2の第 3層以下の S波速

度層境界面を次の手順で作成した。 

①各ボーリング資料を，式(1)に従って N値の変動が大きい深度で層

区分し、平均 N値による層構造化を行った上で，図 8(a)のように

平均 N値の分布を示す断面を作成する。 

( ) ( ) 7.0Log/Log 1010 ≤NNδ               (1) 

ここで， N :平均 N値， Nδ :標準偏差である。 

②地質年代ごとに，各ボーリングの平均 N値と層順・ボーリング資

料間の連続性を断面上で判断し，全ボーリングにおいて共通と見

なせる平均 N値の上面深度を抽出する。 

③抽出した層の上面深度をクリギング法 19)による線形補間により補

間し，3次元的な層境界を作成する。 

④抽出した層の平均 N値 Nを更に平均した値 N（以下，代表 N値）

から N値と Vsの関係 2)より S波速度を推定する。 
②，④の結果，得られた層と地質年代との対応を表 2に，層構造

断面の一例を図 8(b)に示す。 

表 2 作成した層構造と各層の平均 N値，S波速度の一覧 
No 地層年代 平均 N値 Vs(m/s) No 地層年代 平均 N値 Vs(m/s)
1 盛土 9.3 157 8 17.6 252 
2 沖積層 9.9 167 9 41.5 316 
3 37.1 349 10 19.5 259 
4 15.0 216 11 59.2 346 
5 

八事･唐山層

（洪積層）
55.3 382 12 21.4 266 

6 13.3 235 13 

矢田川累層 
(第三紀層) 

78.3 500 
7 

矢田川累層

(第三紀層) 40.5 314 

 

※第 13層が工学的基盤に相当する

 

3.2 地形分類に基づく沖積層厚の推定 

図 4に示すように，ボーリング資料の分布に疎密があり，ボーリ

ング資料のみの補間では，谷底平野部に堆積する沖積層を適切に評

価できない。本研究の対象地域は，名古屋市の中央部を南に流下す

る山崎川の上流部にあたり，丘陵を刻む谷の谷底部には細長い谷底

平野が樹枝状に発達している 20), 21)。このような河川では一般に上流

部ほど谷幅が狭く，沖積層厚は小さい。従って，対象地域において

は谷底平野の形成過程がほぼ同様と仮定し，沖積層厚を推定した。

方法は，2.1 で作成した地形分類図において谷底平野に該当するボ

ーリング資料を用いて，谷幅と沖積層厚の関係を求め，これに基づ

き沖積層基底面を作成した。図 9に谷幅と沖積層厚の関係を示す。

ここで，谷幅は GISを用い，ボーリング位置を通り谷底平野のポリ

ゴンを分割する最小の線分の長さを谷幅と定義している。またボー

リング資料は谷の中心部のデータのみを用いた。これに基づき谷幅

と沖積層厚の関係式(2)を求めた。 
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図 2 対象地域における土地条件図 ※青文字は微動アレー探査実施箇所 
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図 3 対象地域における空中写真（旧日本陸軍撮影） 
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図 4 地形判読により作成した地形分類図 
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図 5 写真測量・1958年及び 1998年都市計画基本図・1/25000 

地形図と 5mメッシュ DEMとの標高差分の相対度数分布 
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図 6 写真測量に基づく造成前の標高(m) 
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図 7 切土・盛土分布（赤：盛土，青：切土） 

 

(a) AA’断面における地層年代とボーリング資料による平均N値の分布 

 

(b) 空間補間による平均 N値の層断面 

図 8 作成した地盤構造の断面の一例 
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図 9 谷幅(m)と沖積層厚(m)との関係 

Log10 H = 0.285 Log10 W - 0.078 ± 0.225

A A’ 

0<N<10

10<N<20

20<N<30

30<N<40

40<N<50

50<N

地形分類

丘陵斜面
水面
上位段丘面
崖錘
堰堤
谷底平野

ボーリング資料

地形分類

丘陵斜面
上位段丘面
人工改変地
盛土地
谷底低地
水面



0.2250.078Log0.285Log 1010 ±⋅= -WH         (2) 

ここで，Hは沖積層厚(m)，Wは谷幅(m)である。式(2)を用いて，沖

積層基底面を作成した。先ず，谷の中心をとおる点を任意に設定し、

各点における谷幅から沖積層厚を回帰式より求めた。これとボーリ

ング資料に基づく沖積層厚を用いて、クリギング法 19)の線形補間に

より沖積層基底面を推定した。 

 

3.3 微動アレー探査に基づく地下構造の修正 

図 1に示す 30箇所で微動アレー探査を実施し，得られた分散曲線

に基づき，前項までに作成した表層地盤モデルの修正を行った。微

動アレー探査は図 1に示すように L字のアレーで行った。L字アレ

ーの妥当性は文献 6)で確認している。センサーの最小間隔 10m，最

大間隔 70.7mのアレーを展開し，分散曲線は SPAC法 22)により推定

した。また，微動アレー探査の実施箇所は，図 2に示す地表面の平

坦化された地域で，アレー内に切土・盛土の境界を含まないように

選定したが，一部斜面に該当する箇所でも実施した。一方，アレー

の三角形の重心位置にあたる地盤モデルを用いてレイリー波基本モ

ードの理論分散曲線を求め，これと観測分散曲線と比較した。両者

の整合性が悪い場合は，速度を固定して層厚をパラメターとして非

線形最小二乗法により修正値を求め，改めて各層境界面を補間した。 

図 10 に地盤モデルの修正前後における理論分散曲線と観測分散

曲線を比較して示す。図 1，図 10よりボーリング資料が密な箇所（C3

等）では修正の必要がなく，修正後の理論分散曲線に大きな変化が

見られない。一方，ボーリング資料の少ない箇所（G5，L5 等）で

は，修正前の地盤モデルによる理論分散曲線は，観測分散曲線との

対応が悪いことが確認できる。また，I3は図 2に示すように斜面に

あたる箇所で実施したが，層厚の修正では観測分散曲線を満たす構

造を得ることができなかった。これは水平成層を仮定する微動アレ

ー探査の限界であり，適切な観測分散曲線が得られなかったものと

考えられる。なお，B6の観測分散曲線は，理論分散曲線より速い位

相速度が得られた。同様の傾向が見られた箇所を図 1に破線で L字

を示した。これらのアレーの付近には地下階のある校舎や地下鉄が

通っているため，非線形最小二乗法による積極的な地盤モデルの修

正を行っていない。微動アレー探査結果における構造物の影響は，

高次モードの考慮 23)，建物の根入れ部分の速度の考慮などの検討が

必要であり，今後の課題である。 

 

4. 地震観測記録との比較 

作成した地盤モデル（以下，モデル A）の妥当性を検証するため，

キャンパス内の 14 箇所の地震観測点にて地盤モデルと観測記録の

比較を行った。地震観測点のうち⑫地点は，Vs=530m/sec の工学的

基盤相当層（G.L.-57m）でボアホール地震観測を行っている。そこ

で検証方法は，次の 2段階の手順をとることとした。先ず，⑫地点

において地表／孔中のスペクトル比を地盤モデルに基づく増幅特性

と比較しその妥当性を確認した。次いで，⑫地点の地表を基準とし

た他地点とのスペクトル比を，地盤モデルに基づくスペクトル比と

比較することとした。 

地盤モデルに基づくスペクトル比は，震源から各サイトまでの統

計波 24)のスペクトル比によって評価した。比較に用いた地震は，1997

年 3月 16日に愛知県東部で発生した地震（Mj5.6）である。統計波

の算出は，レイトレーシングに基づく地震基盤への入射角及び各波

動成分の増幅特性を考慮する方法 25)を用いた。震源特性は F-net に

よるパラメターを用いた。震源からサイト近傍までの伝播経路の Q
値は，中央防災会議の資料 26)を参考に 70100 .fQ = とした。深部地盤

構造は愛知県のモデル 27)を用いた。なお，表層地盤の減衰は福島・

翠川 28)による土質別の周波数依存型の Q値を設定した。なお放射特

性は，0.5Hz 未満は理論放射特性，2Hz 以上を等方的な特性とし，

その間を線形的に変化する周波数依存型の放射特性 29)とした。 

図 12に⑫地点における地表及び孔中のフーリエスペクトルと，地

表/孔中のスペクトル比をモデル A に基づく増幅特性（2E/E+F）と

比較して示す。なお比較のため，回帰式による沖積層厚や切土・盛

土，微動探査結果を考慮しないモデル（以下，モデル B）を図 12

に重ねて示す。図 12より，⑫地点はボーリング資料が密な箇所であ

り，モデル Aに基づく増幅特性は，ピーク周波数においてモデル B

に基づく増幅特性と大きな差異は見られず，地表/孔中のスペクトル

比のピークとも概ね対応している。これより⑫地点の地表を基準と

することが妥当と判断した。 

図 13に，⑫地点の地表を基準とした他地点とのスペクトル比を，

モデルA及びモデルBに基づく統計波のスペクトル比と比較して示

す。図 13 より，①地点や⑧地点ではモデル B は高周波数側で観測

スペクトル比との対応がよくないが，モデル Aは観測スペクトル比
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図 10 微動アレー探査に基づく観測分散曲線と地盤モデル修正前後の分散曲線     図 11 修正前後の地盤モデルの比較 

□ : 観測分散曲線          : 理論分散曲線（初期モデル）           : 理論分散曲線（修正モデル）

C3          D6          E1         E4 

C3       D6      E1       E4

G5          L5          I3         B6 

G5      L5       I3       B6

初期モデル.           修正モデル



との対応が改善されている。また⑩及び⑪地点では，モデル B は

10Hz未満におけるスペクトル比の山・谷が明瞭ではなく観測スペク

トル比との対応がよくないが，微動アレー探査による層構造の修正

が考慮されているモデル Aでは改善されている。以上より，本論に

おける地形分類や切土・盛土，微動探査による表層地盤モデルのチ

ューニングが有効であることが分かる。 
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図 12 ⑫地点における地表及び孔中のフーリエスペクトルと 

地表／孔中のスペクトル比 

5. まとめ 

本論では，空中写真及びボーリング資料，微動アレー探査に基づ

いて丘陵地域における地盤条件の整理を行い，これらと地震観測記

録とを比較して地盤震動特性の把握を行った。以下に得られた主た

る知見を示す。 

(1)旧日本陸軍撮影の空中写真を用いることにより，既存の地形分類

図では得られない造成前の地形を判読することができた。都市部

の丘陵地域においては本地域と同様，早期から造成が行われてい

ると考えられるが，旧日本陸軍もしくは米軍が撮影した空中写真

を用いることで，同様の検討は他地域でも可能と考える。 

(2)旧日本陸軍撮影の空中写真から写真測量により地形改変前の標

高値を推定した。精度は概ね都市計画基本図と同等と考えられ，

切土・盛土の評価に利用可能と考えられる。 

(3)ボーリング資料に加えて，地形分類図及び微動アレー探査結果を

考慮した地盤モデルは，ボーリング資料のみに基づく地盤モデル

と比較して，地震観測記録との対応がよいことを示した。 
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図 13 ⑫地点の地表を基準とした各地震観測地点とのスペクトル比 
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